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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第33期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

４  第34期中より従業員数の表示において、期中平均臨時従業員数を[ ]書きにて外数で記載しております。 

５ 前連結会計年度まで、科目その他の事項の金額は百万円単位未満を四捨五入して表示しておりましたが、当

中間連結会計期間より百万円単位未満を切り捨てて表示しております。 

なお、比較参照を容易にするため、前連結会計年度以前の金額についても百万円単位未満を切り捨てて組替

表示しております。 

  

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
６月30日 

自 平成19年 
１月１日 

至 平成19年 
６月30日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
12月31日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
12月31日 

売上高 (百万円) 8,346 9,000 10,719 17,034 19,162 

経常利益 (百万円) 466 522 732 1,060 1,284 

中間(当期)純利益 (百万円) 215 261 425 553 704 

純資産額 (百万円) 6,488 6,926 8,242 6,756 7,285 

総資産額 (百万円) 9,067 9,684 12,056 9,678 10,213 

１株当たり純資産額 (円) 281.69 299.72 328.65 292.52 315.17 

１株当たり中間 

(当期)純利益 
(円) 9.35 11.37 18.49 23.24 30.59 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 71.6 71.3 62.8 69.8 71.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 360 △94 984 271 529 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △284 △60 △1,384 △337 792 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △95 △92 △125 △175 △184 

現金及び現金同等物 

の中間期末(期末)残高 
(百万円) 3,764 3,300 4,172 3,551 4,689 

従業員数 (名) 943 1,024     1,321[630] 956 1,004 



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第33期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

４  第34期中より従業員数の表示において、期中平均臨時従業員数を[ ]書きにて外数で記載しております。 

５ 前事業年度まで、科目その他の事項の金額は百万円単位未満を四捨五入して表示しておりましたが、当中間

会計期間より百万円単位未満を切り捨てて表示しております。 

なお、比較参照を容易にするため、前事業年度以前の金額についても百万円単位未満を切り捨てて組替表示

しております。 

  

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
６月30日 

自 平成19年 
１月１日 

至 平成19年 
６月30日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
12月31日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
12月31日 

売上高 (百万円) 7,946 8,478 9,135 16,146 17,770 

経常利益 (百万円) 459 522 744 1,014 1,196 

中間(当期)純利益 (百万円) 217 265 444 532 659 

資本金 (百万円) 1,348 1,348 1,348 1,348 1,348 

発行済株式総数 (千株) 23,083 23,083 23,083 23,083 23,083 

純資産額 (百万円) 6,380 6,769 7,401 6,615 7,071 

総資産額 (百万円) 8,896 9,426 11,315 9,469 9,837 

１株当たり純資産額 (円) 277.04 293.92 321.36 286.40 307.04 

１株当たり中間 

(当期)純利益 
(円) 9.46 11.51 19.32 22.33 28.64 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) 3.50 4.00 6.0 7.50 9.0 

自己資本比率 (％) 71.7 71.8 65.4 69.9 71.9 

従業員数 (名) 875 917       967[567] 882 908 



２【事業の内容】 

 当社の企業集団は、当社及び当社の子会社３社（いずれも連結子会社）の４社で構成され、情報サービスの提供、

情報処理機器及び関連ソフトウェアの開発・販売を行っております。 

 なお、平成19年４月17日をもって、キヤノンソフト情報システム株式会社（旧商号：蝶理情報システム株式会社）

を連結子会社化いたしました。 

 セグメント別の主な事業内容の変更については以下のとおりであります。 

  

  《エンジニアリング事業》 

  主な事業内容の変更はありません。 

  《ソリューション事業》 

 当中間連結会計期間に子会社化したキヤノンソフト情報システム株式会社は、主にソフトウェアの受託開発業

務、汎用ソフトウェアの開発業務、保守業務及び機器販売等を行っており、ソリューション事業に含めておりま

す。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下のとおり重要な関係会社の異動がありました。 

 新規 

当社グループの事業を強化・拡充・発展させるため、キヤノンソフト情報システム株式会社（旧商号：蝶理情報

システム株式会社）を連結子会社化いたしました。なお、当該子会社は特定子会社に該当いたします。 

 また、以下の内容は提出日現在のものであります。 

 （名称）  キヤノンソフト情報システム株式会社（旧商号：蝶理情報システム株式会社） 

 （住所）  大阪府大阪市中央区 

 （資本金） 426百万円 

（主な事業の内容） ソフトウェアの受託開発業務、汎用ソフトウェアの開発業務、保守業務、機器販売等 

 （議決権に対する提出会社の所有割合） 80.0％ 

 （関係内容） 役員の兼任 当社役員４名・当社従業員１名 

  

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

 ２ 期中平均臨時従業員数を[ ]書きにて外数で記載しております。 

 ３ ソリューション事業の従業員数には、当中間連結会計期間に連結子会社化したキヤノンソフト情報システム

株式会社の従業員数が含まれております。 

  

(2) 提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

     ２  期中平均臨時従業員数を[ ]書きにて外数で記載しております。 

(3) 労働組合の状況 

 労働組合は現在結成されておりませんが「社員会」を中心に労使のコミュニケーションを図っており、労使関係

は円満に推移しております。 

  平成19年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

エンジニアリング事業 564 

ソリューション事業 672 

全社(共通) 85 

合計 1,321[630] 

  平成19年６月30日現在

従業員数(名) 967[567] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の拡大に伴う輸出の増加や、企業の設備投資が増加してきて

おり、景気は緩やかながら拡大基調で推移いたしました。 

 情報サービス産業界におきましては、システムインテグレーション等を中心とした受注ソフトウェアが金融業向け

等で伸びていることや、システム等管理運営受託等の需要が伸びてきており、概ね順調に推移いたしました。 

 このような状況下におきまして当社グループは、情報サービス業における優良企業を目指して、主力事業であるソ

フトウェア開発に経営資源を集中するとともに、徹底したプロジェクト管理、高度な技術力や顧客ニーズに対応しう

る技術者の投入等により収益性の向上に努めました。 

 また、開発支援ツールの提供や大型基幹システムの構築支援等により、お客様に対して最適なソリューションを提

案してまいりました。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の業績につきましては、 

連結売上高     10,719百万円 （前年同期比 19.1％増） 

連結経常利益       732百万円 （前年同期比 40.2％増） 

連結中間純利益     425百万円 （前年同期比 62.5％増） 

となりました。 

 セグメント別の業績は、次の通りであります。 

 

＜エンジニアリング事業＞ 

 機器組み込みソフトウェアの開発では、主要顧客の市場への積極的な新商品投入等を背景に引き続き受注が増えた

ことにより、売上が順調に推移しました。また、JavaやUML等を利用した効率的で生産性の高い技術を積極的に取り

入れるとともに品質管理にも力を入れ、より付加価値の高い分野の受注が増加したことに伴い利益率が向上しまし

た。 

 製造・技術系ソフトウェアの分野では、前期に引き続き大型受託案件の開発を行ったほか、ソフトウェアの品質評

価のビジネスにも本格的に着手し、当事業の売上に貢献しました。 

 これらの結果、売上高は5,059百万円（前年同期比11.3％増）、営業利益は774百万円（前年同期比26.2％増）とな

りました。 

 

＜ソリューション事業＞ 

 ソリューション事業では、ビジネスアプリケーションソフトウェアの開発及び販売において、厳しい受注環境であ

りましたが、お客様にとって真に価値のあるソリューションの提供ということを常に念頭におき、受注活動を展開し

てまいりました。 

 その結果、Webアプリケーション開発ツール「Web Performer」等の自社製パッケージソフトウェアが伸びるととも

に、ERP関連の売上が順調に推移いたしました。また、当中間期（第２四半期）より、キヤノンソフト情報システム

株式会社（旧商号：蝶理情報システム株式会社）を連結子会社化し当事業の業績に含めております。これらにより連

結売上高は増加いたしました。 

 一方、積極的な商品化投資を行ったことや、当該子会社の決算期が当社グループと異なっていたため、季節的業績

変動が要因となったこと等により営業損失を計上しましたが、採算管理の徹底による原価率の低減等により、前中間

期と比べ営業損益が改善いたしました。 

 これらの結果、売上高は5,659百万円（前年同期比27.0％増）、営業損失は53百万円（前年同期は106百万円の営業

損失）となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ517百万

円減少し、当中間連結会計期間末には4,172百万円となりました。 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 営業活動の結果得られた資金は、984百万円（前年同期は94百万円の使用）となりました。これは主に、税金等調

整前中間純利益（710百万円）、売上債権の減少（602百万円）、たな卸資産の増加（△306百万円）、法人税等の支

払（△410百万円）等によるものであります。 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 投資活動の結果使用した資金は、1,384百万円（前年同期は60百万円の使用）となりました。これは主に、子会社

株式取得による支出（△1,166百万円）、保証金の差入による支出（△147百万円）等によるものであります。 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 財務活動の結果使用した資金は、125百万円（前年同期は92百万円の使用）となりました。これは配当金の支払

（△125百万円）によるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。なお、

当中間連結会計期間に子会社となったキヤノンソフト情報システム株式会社の生産実績及び商品仕入実績は、ソリ

ューション事業に含めて表示しております。 

  

生産実績 

 （注） 金額は、販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

商品仕入実績 

 （注） 金額は、購入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注実績 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。なお、

当中間連結会計期間に子会社となったキヤノンソフト情報システム株式会社の受注実績は、ソリューション事業に

含めて表示しております。 

 （注） 金額は、販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

エンジニアリング事業 5,123 10.6 

ソリューション事業 5,782 36.3 

合計 10,906 22.9 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％) 

エンジニアリング事業 43 1.0 

ソリューション事業 176 41.9 

合計 219 31.5 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

エンジニアリング事業 5,285 22.0 4,064 24.8 

ソリューション事業 6,867 53.4 5,440 47.0 

合計 12,153 38.0 9,504 36.6 



(3) 販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)の事業上及び財務上の対処すべき課題に重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成19年３月５日開催の取締役会において、蝶理情報システム株式会社（現 キヤノンソフト情報システ

ム株式会社）の株式を取得し連結子会社化することについての基本合意を行うことを決議し、同日基本合意書の締結

をいたしました。また、平成19年３月30日開催の取締役会において、同社の株式を取得、子会社化することを決議

し、当該基本合意に基づき同日株式譲渡契約を締結いたしました。 

株式取得の概要 

 (1) 株式取得日   平成19年４月17日 

 (2) 取得株式数   3,092,000株 

 (3) 取得価額    2,239百万円 

  (4) 蝶理情報システム株式会社（現 キヤノンソフト情報システム株式会社）の概要 

 代表者    代表取締役社長 梅澤英之 

  資本金    426百万円 

 住所     大阪府大阪市中央区博労町二丁目２番13号 

 主な事業内容 ソフトウェアの受託開発業務、汎用ソフトウェアの開発業務、保守業務、機器販売等 

 業績の動向(平成18年３月期) 

 売上高   3,786百万円    経常利益   198百万円    当期純利益  106百万円 

 総資産   4,763百万円    純資産   3,987百万円 

  

５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間の研究開発活動は、激変する時代の要請に迅速に対応すべく、国内外の最新の関連情報や動向

に常に注意を払い、実用化及びビジネス化に照準をあてて行っております。 

 当社の研究開発活動は、事業の種類別セグメントとしてはエンジニアリング事業、ソリューション事業に関連して

おり、テーマといたしましては、顧客のニーズに即した包括的ソリューションを提供し、ネットワークを前提とした

キヤノンのデジタルオフィス向け製品と市場との掛け橋となるソフトウェアの開発やJAVAをベースとした新しいコン

セプトの開発ツールの提供を目的とした活動を進めております。 

 当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、141百万円となりました。内容としましては、ソリューション事業

で、アプリケーションソフトウェアの開発において、ワークフローシステムの構築ツール「Web Plant」や、Webアプ

リケーション開発支援ツール「Web Performer」の研究開発を行いました。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

エンジニアリング事業 5,059 11.3 

ソリューション事業 5,659 27.0 

合計 10,719 19.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

キヤノン㈱ 4,761 52.9 5,277 49.2 

キヤノンマーケティングジャパン㈱ 1,589 17.7 1,935 18.1 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、キヤノンソフト情報システム株式会社（旧商号：蝶理情報システム株式会社）を連

結子会社化いたしました。これにより異動が生じた主要な設備の状況は以下の通りであります。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間連結会計

期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
事業の種類別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（名） 建物及び

構築物 
土地 

(面積㎡) 
その他 合計 

キヤノンソフト情報

システム㈱ 

大阪本社 

（大阪市中央区） 
ソリューション事業 

事業所 23 
─ 

(─)
21 45 98 

寮・社宅 51 
66 

(350.04)
─ 117 ─ 

東京支社 

（東京都豊島区） 
ソリューション事業 

事業所 30 
─ 

 (─)
19 49 123 

寮・社宅 46 
161 

 (449.58)
0 208 ─ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年９月27日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 23,083,680 23,083,680 
東京証券取引所 

（市場第二部） 

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式 

計 23,083,680 23,083,680 ― ― 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額

(百万円) 

資本金残高 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成19年１月１日～ 

平成19年６月30日 
― 23,083 ― 1,348 ― 2,217 

  平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

キヤノンマーケティングジャパン

株式会社 
東京都港区港南２丁目16－６ 13,262 57.5 

キヤノンソフトウェアグループ 

社員持株会 
東京都港区三田３丁目９－７ 1,105 4.8 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13－１ 360 1.6 

三好 治雄 大阪府堺市南区 300 1.3 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 288 1.2 

新井 隆二 埼玉県東松山市 240 1.0 

塩見 英毅 兵庫県神戸市中央区 112 0.5 

清水 弘 神奈川県藤沢市 99 0.4 

栗山 明子 兵庫県尼崎市 96 0.4 

増山 誠  栃木県宇都宮市 80 0.4 

計 ― 15,943 69.1 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 上記「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権70個)含まれて 

おります。 

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式５株が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 

普通株式 

51,100 

― 

 

権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準の株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

23,031,100 
230,311 同上 

単元未満株式 
普通株式 

1,480 
― 同上 

発行済株式総数 23,083,680 ― ― 

総株主の議決権 ― 230,311 ― 

  平成19年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 

キヤノンソフトウェア 

株式会社 

東京都港区三田３丁目

９－７ 
51,100 ― 51,100 0.2 

計 ― 51,100 ― 51,100 0.2 

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高(円) 825 800 799 813 812 800 

最低(円) 785 761 750 768 770 765 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

(3) 中間連結財務諸表に記載されている科目その他の事項の金額は、前連結会計年度まで百万円単位未満を四捨五入

して表示しておりましたが、当中間連結会計期間より百万円単位未満を切り捨てて表示しております。なお、比較

参照を容易にするため、前中間連結会計期間及び前連結会計年度の金額についても百万円単位未満を切り捨てて組

替表示しております。 

 また、中間財務諸表に記載されている科目その他の事項の金額は、前事業年度まで百万円単位未満を四捨五入し

て表示しておりましたが、当中間会計期間より百万円単位未満を切り捨てて表示しております。なお、比較参照を

容易にするため、前中間会計期間及び前事業年度の金額についても百万円単位未満を切り捨てて組替表示しており

ます。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)

の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
(平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金     3,300 4,172 4,689 

２ 受取手形及び売掛
金 

    3,260 4,120 3,630 

３ たな卸資産     724 719 345 

４ 繰延税金資産     153 90 142 

５ その他     239 274 235 

６ 貸倒引当金     △0 △31 △29 

流動資産合計     7,678 79.3 9,345 77.5 9,014 88.3

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産         

(1) 建物及び構築物   179   829 206   

減価償却累計額   △51 128 △562 266 △64 141 

(2) その他   46   101 46   

減価償却累計額   △29 16 △69 32 △31 14 

(3) 土地     ― 228   ― 

有形固定資産合計     144 1.5 527 4.4 156 1.5

２ 無形固定資産           

(1) のれん     ― 2 ― 

(2) ソフトウェア     ― 516 ― 

(3) その他     174 11 175 

無形固定資産合計     174 1.8 530 4.4 175 1.7

３ 投資その他の資産         

(1) 差入保証金     520 730 474 

(2) 賃貸資産   1,127   ― ―   

減価償却累計額   △279 848 ― ― ― ― 

(3) 繰延税金資産     138 273 186 

(4) その他     178 649 208 

(5) 貸倒引当金     ― △0 △2 

投資その他の資産
合計 

    1,685 17.4 1,652 13.7 867 8.5

固定資産合計     2,005 20.7 2,711 22.5 1,199 11.7

資産合計     9,684 100.0 12,056 100.0 10,213 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
(平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形及び買掛
金 

    748 916 703 

２ 未払法人税等     157 324 368 

３ 賞与引当金     151 214 154 

４ 役員賞与引当金     9 12 24 

５ 製品保証引当金     6 37 10 

６ 受注損失引当金     157 ― ― 

７ 未払金     242 476 497 

８ 前受金     ― 604 ― 

９ その他     702 528 575 

流動負債合計     2,175 22.5 3,115 25.8 2,334 22.9

Ⅱ 固定負債         

１ 繰延税金負債     ― 18 ― 

２ 退職給付引当金     538 578 536 

３ 役員退職慰労引当
金 

    43 87 57 

４ その他     ― 14 ― 

固定負債合計     581 6.0 698 5.8 593 5.8

負債合計     2,757 28.5 3,813 31.6 2,928 28.7

          

(純資産の部)         

Ⅰ 株主資本         

１ 資本金     1,348 13.9 1,348 11.2 1,348 13.2

２ 資本剰余金     2,219 22.9 2,219 18.4 2,219 21.7

３ 利益剰余金     3,367 34.8 4,019 33.3 3,718 36.4

４ 自己株式     △17 △0.2 △17 △0.1 △17 △0.2

株主資本合計     6,917 71.4 7,570 62.8 7,268 71.1

Ⅱ 評価・換算差額等         

  １ その他有価証券評
価差額金 

    ― ― 1 0.0 ― ―

２ 為替換算調整勘定     △14 △0.1 △2 △0.0 △9 △0.1

評価・換算差額等
合計 

    △14 △0.1 △0 △0.0 △9 △0.1

Ⅲ 少数株主持分     23 0.2 673 5.6 26 0.3

純資産合計     6,926 71.5 8,242 68.4 7,285 71.3

負債純資産合計     9,684 100.0 12,056 100.0 10,213 100.0 

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     9,000 100.0 10,719 100.0   19,162 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,827 75.9 7,911 73.8   14,439 75.4

売上総利益     2,172 24.1 2,807 26.2   4,723 24.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   1,666 18.5 2,086 19.5   3,473 18.1

営業利益     506 5.6 720 6.7   1,250 6.5

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   2   12 9  

２ 受取家賃   25   ― 42  

３ 受取手数料   0   0 1  

４ その他   8 36 0.4 4 16 0.1 15 68 0.4

Ⅴ 営業外費用          

１ 賃貸費用   16   ― 28  

２ その他   4 20 0.2 4 4 0.0 6 35 0.2

経常利益     522 5.8 732 6.8   1,284 6.7

Ⅵ 特別利益          

１ 貸倒引当金戻入益   0     2 ―  

２ 固定資産売却益 ※２ ― 0 0.0 ― 2 0.0 21 21 0.1

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産除却損 ※３ 0   3 13  

２ 事務所解約 
原状回復費 

  ―   8 ―  

３ 社名変更関連費用   ―     11 ―  

４ 受託ソフトウェア
開発契約解約損 

  65 66 0.7 ― 24 0.2 65 79 0.4

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

    456 5.1 710 6.6   1,226 6.4

法人税、住民税及
び事業税 

  138   292 501  

法人税等調整額   54 193 2.2 4 296 2.8 17 519 2.7

少数株主利益又は
少数株主損失
（△） 

    0 0.0 △11 △0.1   2 0.0

中間(当期)純利益     261 2.9 425 3.9   704 3.7

           



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日残高(百万円) 1,348 2,219 3,216 △17 6,766 

中間連結会計期間中の変動額       

剰余金の配当     △92 △92 

利益処分による役員賞与     △18 △18 

中間純利益     261 261 

株主資本以外の項目の中間 
連結会計期間中の変動額（純
額） 

    ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― ― 151 ― 151 

平成18年６月30日残高(百万円) 1,348 2,219 3,367 △17 6,917 

  評価・換算差額等 
少数株主 
持分 

純資産合計 
  

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年12月31日残高(百万円) △10 △10 24 6,780 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当   ―   △92 

利益処分による役員賞与   ― △18 

中間純利益   ― 261 

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額) 

△4 △4 △0 △5 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

△4 △4 △0 146 

平成18年６月30日残高(百万円) △14 △14 23 6,926 



当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年12月31日残高(百万円) 1,348 2,219 3,718 △17 7,268

中間連結会計期間中の変動額       

剰余金の配当     △124 △124

中間純利益     425 425

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額（純額） 

    ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― ― 301 ― 301

平成19年６月30日残高(百万円) 1,348 2,219 4,019 △17 7,570

  評価・換算差額等 
少数株主 
持分 

純資産合計 
  

その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年12月31日残高(百万円) ― △9 △9 26 7,285

中間連結会計期間中の変動額       

剰余金の配当   ― △124

中間純利益   ― 425

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額) 

1 6 8 646 655

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

1 6 8 646 957

平成19年６月30日残高(百万円) 1 △2 △0 673 8,242



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日残高(百万円) 1,348 2,219 3,216 △17 6,766

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当   △184 △184

利益処分による役員賞与   △18 △18

当期純利益   704 704

株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額（純額） 

  ―

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

― ― 501 ― 501

平成18年12月31日残高(百万円) 1,348 2,219 3,718 △17 7,268

  評価・換算差額等 
少数株主 
持分 

純資産合計 
  

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年12月31日残高(百万円) △10 △10 24 6,780

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当   ― △184

利益処分による役員賞与   ― △18

当期純利益   ― 704

株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額(純額) 

1 1 1 3

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

1 1 1 504

平成18年12月31日残高(百万円) △9 △9 26 7,285



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１ 税金等調整前中間(当期)純利益   456 710 1,226

２ のれん償却額    ― 0 ―

３ 減価償却費   56 149 127

４ 貸倒引当金の増減額   △0 △3 32

５ 賞与引当金の増減額   6 △59 9

６ 役員賞与引当金の増減額   9 △12 24

７ 退職給付引当金/前払年金費用の 
  増減額   △44 △28 △76

８ 役員退職慰労引当金の増減額   △17 △15 △4

９ 製品保証引当金の増減額   6 12 10

10 受注損失引当金の増減額   5 ― △152

11 受取利息及び受取配当金   △2 △12 △9

12 固定資産除却損   0 3 13

13 売上債権の増減額   △218 602 △586

14 たな卸資産の増減額   △64 △306 314

15 仕入債務の増減額   77 32 32

16 取締役賞与の支払額   △18 ― △18

17 その他   △6 307 63

小計   245 1,381 1,006

18 利息及び配当金の受取額   2 13 8

19 法人税等の支払額   △341 △410 △485

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  △94 984 529

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 連結の範囲の変更を伴う 
  子会社株式取得による支出   ― △824 ―

２ 連結の範囲の変更を伴わない 
  子会社株式取得による支出   ― △341 ―

３ 貸付金の回収による収入   1 1 2

４ 有形固定資産の取得による支出   △7 △48 △7

５ 賃貸資産の売却による収入   ― ― 863

６ 無形固定資産の取得による支出   △54 △39 △109

７ 差入保証金の差入による支出   △3 △147 △64

８ 差入保証金の返還による収入   3 28 108

９ その他   ― △12 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー   △60 △1,384 792

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 配当金の支払額   △91 △115 △183

２ 少数株主への配当金の支払額   △1 △10 △1

財務活動による 
キャッシュ・フロー   △92 △125 △184

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △3 7 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △251 △517 1,138

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高   3,551 4,689 3,551

Ⅶ 現金及び現金同等物 
中間期末(期末)残高   3,300 4,172 4,689

      



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

Canon Software 

America, Inc.、 

キヤノンソフト技研㈱ 

(1) 連結子会社の数 ３社 

連結子会社の名称 

Canon Software 

America, Inc.、 

キヤノンソフト技研㈱、 

キヤノンソフト情報システム

㈱ 

（注）キヤノンソフト情報システ

ム㈱は、平成19年４月17日

の株式取得に伴い、当中間

連結会計期間より連結子会

社となりました。なお、み

なし取得日を平成19年４月

１日としております。 

(1) 連結子会社 ２社 

連結子会社の名称 

Canon Software 

America, Inc.、 

キヤノンソフト技研㈱ 

  (2) 非連結子会社 

該当ありません。 

(2) 非連結子会社 

同左 

(2) 非連結子会社 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の非連結子会社 

該当ありません。 

(1) 持分法適用の非連結子会社 

同左 

(1) 持分法適用の非連結子会社 

同左 

  (2) 持分法適用の関連会社 

該当ありません。 

(2) 持分法適用の関連会社 

同左 

(2) 持分法適用の関連会社 

同左 

３ 連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は中間連

結決算日と一致しております。 

同左 連結子会社の決算日は連結決算日

と一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

     

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価

方法 

その他有価証券 

      ―――――――― 

  

  

  

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

① 有価証券の評価基準及び評価

方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

同左 

① 有価証券の評価基準及び評価

方法 

その他有価証券 

  ――――――――  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

商品  移動平均法による原

価法 

② たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

商品  同左 

② たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

商品  同左 

  仕掛品 個別法による原価法 仕掛品 同左 仕掛品 同左 

  貯蔵品 最終仕入原価法 貯蔵品 同左 貯蔵品 同左 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、在外連結子会社の有

形固定資産については、定額

法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

① 有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、在外連結子会社の有

形固定資産及び国内連結子会

社の一部の有形固定資産につ

いては、定額法によっており

ます。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

① 有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、在外連結子会社の有

形固定資産については、定額

法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

  建物及び構築物 6～15年

その他 5～15年

建物及び構築物 5～47年

その他 5～15年

建物及び構築物 6～15年

その他 5～15年

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

    （会計処理の変更） 

当中間連結会計期間より、

法人税法の改正に伴い、平

成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に規

定する減価償却の方法によ

っております。 

なお、この変更に伴う営業

利益、経常利益及び税金等

調整前中間純利益に与える

影響は軽微であります。 

  

  ② 無形固定資産 

１ ソフトウェア 

市場販売目的ソフトウェア

は、見込販売数量に基づく

償却額と、見込販売可能期

間(３年)に基づく均等配分

額とを比較し、いずれか大

きい額を計上する方法によ

っております。 

自社利用ソフトウェアは、

見込利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっており

ます。 

② 無形固定資産 

１ ソフトウェア 

市場販売目的ソフトウェア

は、見込販売数量に基づく

償却額と、見込販売可能期

間(３年)に基づく均等配分

額とを比較し、いずれか大

きい額を計上する方法によ

っております。なお、子会

社の一部の市場販売目的ソ

フトウェアについては３年

以内で均等償却を行ってお

ります。 

自社利用ソフトウェアは、

見込利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっており

ます。 

② 無形固定資産 

１ ソフトウェア 

市場販売目的ソフトウェア

は、見込販売数量に基づく

償却額と、見込販売可能期

間(３年)に基づく均等配分

額とを比較し、いずれか大

きい額を計上する方法によ

っております。 

自社利用ソフトウェアは、

見込利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっており

ます。 

  ２ その他の無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってお

ります。 

２ その他の無形固定資産 

同左 

２ その他の無形固定資産 

同左 

  ③ 投資その他の資産 

賃貸資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

     ―――――――― ③ 投資その他の資産 

賃貸資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

  賃貸資産 8～50年     賃貸資産 8～50年

(3) 重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、回収不能見込額を

計上しております。 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等の特定の

債権については、個別に回収

可能性を検討し回収不能見込

額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等の特定の

債権については、個別に回収

可能性を検討し回収不能見込

額を計上しております。 

  １ 一般債権 

貸倒実績率法によっており

ます。 

――――――――  

  

―――――――― 

  

  ２ 貸倒懸念債権及び破産更生

債権 

財務内容評価法によってお

ります。 

―――――――― 

  

 ―――――――― 

  

  ② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支出に

備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  ③ 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支出に備

えるため、支給見込額の当中

間連結会計期間負担額を計上

しております。 

③ 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支出に備

えるため、支給見込額の当中

間連結会計期間負担額を計上

しております。 

 ③ 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支出に備

えるため、支給見込額の当連

結会計年度負担額を計上して

おります。 

  （会計方針の変更） 

当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用し

ております。これにより、販

売費及び一般管理費が9百万

円増加いたしました。この結

果、従来と同一の基準によっ

た場合と比べ、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間

純利益はそれぞれ9百万円減

少しております。 

なお、セグメント情報に与え

る影響は、軽微であります。 

   （会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しておりま

す。これにより、販売費及び

一般管理費が24百万円増加い

たしました。この結果、従来

と同一の基準によった場合と

比べ、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は

それぞれ24百万円減少してお

ります。 

なお、セグメント情報に与え

る影響は、軽微であります。 

  ④ 製品保証引当金 

プログラムの無償補修費用の

支出に備えるため、過去の実

績に基づく将来発生見込額を

計上しております。 

④ 製品保証引当金 

プログラムの無償補修費用の

支出に備えるため、過去の実

績に基づく将来発生見込額を

計上しております。 

④ 製品保証引当金 

プログラムの無償補修費用の

支出に備えるため、過去の実

績に基づく将来発生見込額を

計上しております。 

  （会計方針の変更） 

プログラムの無償保証期間中

の補修費用は、従来支出時の

費用として処理しておりまし

たが、当中間連結会計期間よ

り、過去の実績に基づく将来

発生見込額を製品保証引当金

として計上する方法に変更し

ております。この変更は、当

該費用に重要性が増してきた

ことから、期間損益の適正

化、財務体質の健全化を図る

ために実施しております。こ

れにより、売上原価が6百万

円増加いたしました。この結

果、従来と同一の基準によっ

た場合と比べ、売上総利益、

営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益は6百万

円減少しております。 

なお、セグメント情報に与え

る影響は、軽微であります。 

  （会計方針の変更） 

プログラムの無償保証期間中

の補修費用は、従来支出時の

費用として処理しておりまし

たが、当連結会計年度より、

過去の実績に基づく将来発生

見込額を製品保証引当金とし

て計上する方法に変更してお

ります。この変更は、当該費

用に重要性が増してきたこと

から、期間損益の適正化、財

務体質の健全化を図るために

実施しております。これによ

り、売上原価が10百万円増加

いたしました。この結果、従

来と同一の基準によった場合

と比べ、売上総利益、営業利

益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益は10百万円減少

しております。 

なお、セグメント情報に与え

る影響は、軽微であります。 

  ⑤ 受注損失引当金 

受注案件の損失に備えるた

め、ソフトウェアの請負契約

に基づく進行中の開発案件の

うち、当中間連結会計期間末

時点で将来の損失が見込ま

れ、且つ、当該損失額を合理

的に見積もることが可能なも

のについて、当中間連結会計

期間末以降に発生が見込まれ

る損失額を計上しておりま

す。 

⑤ 受注損失引当金 

同左 

⑤ 受注損失引当金 

受注案件の損失に備えるた

め、ソフトウェアの請負契約

に基づく進行中の開発案件の

うち、当連結会計年度末時点

で将来の損失が見込まれ、且

つ、当該損失額を合理的に見

積もることが可能なものにつ

いて、翌連結会計年度以降に

発生が見込まれる損失額を計

上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  ⑥ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

なお、数理計算上の差異は、

主としてその発生時の従業員

の平均残存勤務期間による定

額法により翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてお

ります。 

⑥ 退職給付引当金 

同左 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上してお

ります。 

また、数理計算上の差異は、

主としてその発生時の従業員

の平均残存勤務期間による定

額法により翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてお

ります。 

  ⑦ 役員退職慰労引当金 

提出会社の役員に対する退職

慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

⑦ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

提出会社の役員に対する退職

慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(4) 重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有者が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(5) その他の中間連結財務諸

表(連結財務諸表)作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

―――――――― 

  

消費税等の会計処理方法 

同左 

 のれんの償却方法 

  ５年均等償却をしております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

 ―――――――― 

  

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッ

シュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引出可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引出可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 



会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、6,903百万円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成しております。 

       ―――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、7,259百万円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正によ

り、当連結会計年度における連結貸

借対照表の純資産の部については、

改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

 ――――――――― 

  

  

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間まで固定資産の「無形固定資産」

に含めて表示しておりました「ソフトウェア」について

は、金額の重要性が増したため、当中間連結会計期間よ

り区分掲記しております。なお、前中間連結会計期間の

「ソフトウェア」は162百万円であります。 

 前中間連結会計期間まで流動負債の「その他」に含め

て表示しておりました「前受金」については、金額の重

要性が増したため、当中間連結会計期間より区分掲記し

ております。なお、前中間連結会計期間の「前受金」は

323百万円であります。 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間まで営業外費用「その他」に含め

て表示しておりました「支払手数料」については、当中

間連結会計期間において営業外費用の10/100をこえるこ

ととなったため、当中間連結会計期間より区分掲記して

おります。なお、前中間連結会計期間の「支払手数料」

は、2百万円であります。 

 ――――――――― 

  

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間まで投資活動のキャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めておりました「無形固定資産の取

得による支出」は、金額の重要性が増したため、当中間

連結会計期間より区分掲記しております。なお、前中間

連結会計期間の投資活動のキャッシュ・フローの「その

他」に含めておりました「無形固定資産の取得による支

出」は、△4百万円であります。 

――――――――― 

  

  



追加情報 

注記事項 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

――――――  中間連結財務諸表に記載されてい

る科目その他の事項の金額は、前連

結会計年度まで百万円単位未満を四

捨五入して表示しておりましたが、

当中間連結会計期間より百万円単位

未満を切り捨てて表示しておりま

す。 

 なお、比較参照を容易にするた

め、前中間連結会計期間及び前連結

会計年度の金額についても百万円単

位未満を切り捨てて組替表示してお

ります。 

 ―――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

従業員給与及び賞与 748百万円

賞与引当金繰入額 38百万円

役員賞与引当金繰入額 9百万円

退職給付費用 27百万円

役員退職慰労引当金繰入額 26百万円

減価償却費 25百万円

研究開発費 31百万円

貸倒引当金繰入額 1百万円

従業員給与及び賞与 817百万円

賞与引当金繰入額 54百万円

役員賞与引当金繰入額 12百万円

退職給付費用 26百万円

役員退職慰労引当金繰入額 14百万円

減価償却費 28百万円

研究開発費 141百万円

貸倒引当金繰入額 31百万円

従業員給与及び賞与 1,533百万円

賞与引当金繰入額 37百万円

役員賞与引当金繰入額 24百万円

退職給付費用 54百万円

役員退職慰労引当金繰入額 40百万円

減価償却費 50百万円

研究開発費 83百万円

※２        ―――――――― 

   

※２         ―――――――― 

   

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。 

 賃貸資産 21百万円 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。 

建物 0百万円

器具及び備品 0百万円

無形固定資産 0百万円

建物 3百万円

   

   

建物 0百万円

器具及び備品 0百万円

ソフトウェア 12百万円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２.配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

  
前連結会計年度末株式
数（株） 

当中間連結会計期間 
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 23,083,680 ― ― 23,083,680 

合 計 23,083,680 ― ― 23,083,680 

自己株式         

普通株式 51,105 ― ― 51,105 

合 計 51,105 ― ― 51,105 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

1株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月28日 

定時株主総会 
普通株式 92 4.0 平成17年12月31日 平成18年３月29日 

決  議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
1株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成18年７月25日 

取締役会 
普通株式 92 利益剰余金 4.0 平成18年６月30日 平成18年８月25日



当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２.配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

  
前連結会計年度末株式
数（株） 

当中間連結会計期間 
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 23,083,680 ― ― 23,083,680 

合 計 23,083,680 ― ― 23,083,680 

自己株式         

普通株式 51,105 ― ― 51,105 

合 計 51,105 ― ― 51,105 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

1株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月27日 

定時株主総会 
普通株式 115 5.0 平成18年12月31日 平成19年３月28日 

決  議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
1株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成19年７月24日 

取締役会 
普通株式 138 利益剰余金 6.0 平成19年６月30日 平成19年８月24日



前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２.配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末株式
数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式 23,083,680 ― ― 23,083,680 

合 計 23,083,680 ― ― 23,083,680 

自己株式         

普通株式 51,105 ― ― 51,105 

合 計 51,105 ― ― 51,105 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

1株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月28日 

定時株主総会 
普通株式 92 4.0 平成17年12月31日 平成18年３月29日 

平成18年７月25日  

取締役会  
普通株式 92 4.0 平成18年６月30日 平成18年８月25日 

決  議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
1株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成19年3月27日 

取締役会 
普通株式 115 利益剰余金 5.0 平成18年12月31日 平成19年３月28日

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,300百万円

現金及び現金同等物 3,300百万円

現金及び預金勘定 4,172百万円

現金及び現金同等物 4,172百万円

現金及び預金勘定 4,689百万円

現金及び現金同等物 4,689百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額 

  

有形固 

定資産 

その他 

(百万円) 

無形固 

定資産 

その他 

(百万円) 

合計 

(百万円) 

取得価額 

相当額 
377 34 411

減価償却 

累計額 

相当額 

215 22 238

中間期末 

残高相当額 
162 11 173

  

有形固 

定資産 

その他 

(百万円)

無形固 

定資産 

ソフト 

ウェア 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額 
329 34 363

減価償却 

累計額 

相当額 

263 29 293

中間期末 

残高相当額 
65 4 70

  

有形固 

定資産 

その他 

(百万円) 

無形固 

定資産 

その他 

(百万円) 

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額 
366 34 400

減価償却 

累計額 

相当額 

255 26 282

期末残高 

相当額 
110 8 118

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 106百万円

１年超 69百万円

合計 176百万円

１年以内 57百万円

１年超 14百万円

合計 71百万円

１年以内 98百万円

１年超 22百万円

合計 121百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額 

支払リース料 60百万円

減価償却費 

相当額 
58百万円

支払利息 

相当額 
1百万円

支払リース料 53百万円

減価償却費 

相当額 
51百万円

支払利息 

相当額 
0百万円

支払リース料 116百万円

減価償却費 

相当額 
112百万円

支払利息 

相当額 
3百万円

４ 減価償却費相当額および利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数として

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

４ 減価償却費相当額および利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額および利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末(平成18年６月30日) 

１ 時価評価されていない有価証券 

当中間連結会計期間末(平成19年６月30日) 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない有価証券 

前連結会計年度末(平成18年12月31日) 

１ 時価評価されていない有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

 当社グループはデリバティブ取引を行っておりませんので前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結

会計年度において該当事項はありません。 

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 
0 

計 0 

区分  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)  
差額（百万円）  

その他有価証券 

株式 
6 40 34 

計 6 40 34 

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 
32 

計 32 

内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 
0 

合計 0 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

 （注）１．事業区分の方法 

 当社グループの事業区分は、サービスの性質、経営戦略上の位置付け等を考慮して区分しております。 

２．各事業区分の主要なサービス 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目の金額は配賦不能営業費用であり、その主なものは提出会社の管理 

  部門に係る費用であります。 

４．営業費用の配賦方法の変更 

 従来、管理部門に係る営業費用の一部について、「消去又は全社」に含めて表示しておりましたが、当中

間連結会計期間より「エンジニアリング事業」及び「ソリューション事業」のそれぞれの営業費用に配賦し

て表示しております。 

 この変更は、各セグメントの事業規模が拡大していくにつれて、全社に含めていた営業費用の額も増加し

てきており金額的に重要性が増してきたため、各セグメントの損益実態をより的確に把握することを目標

に、各セグメントが享受する便益と負担の相関関係を明確にした上で、より実態に即した配賦方法に変更し

たものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、当中間連結会計期間の営業費用は「エンジニアリング

事業」で42百万円多く、「ソリューション事業」で15百万円多く、「消去又は全社」で58百万円少なく表示

されており、「エンジニアリング事業」の営業利益が42百万円少なく、「ソリューション事業」の営業損失

が15百万円多く表示されております。 

  
エンジニアリング 

事業 
(百万円) 

ソリューション 
事業 

(百万円) 
計(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

(1) 外部顧客に対

する売上高 
4,545 4,455 9,000 ― 9,000 

(2) セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

― ― ― ― ― 

計 4,545 4,455 9,000 ― 9,000 

営業費用 3,931 4,562 8,493 ― 8,493 

営業利益又は 

営業損失（△） 
613 △106 506 (―) 506 

事業区分 主要なサービス 

エンジニアリング事業 

機器組み込みソフトウェアの開発 

製造・技術系アプリケーションソフトウェアの開発 

製造・技術系パッケージソフトウェア・ハードウェアの販売等 

ソリューション事業 

ビジネスアプリケーションソフトウェアの開発 

ユーザーにおける情報システムの運用・保守等 

ビジネス系パッケージソフトウェア・ハードウェアの販売等 



当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

 （注）１．事業区分の方法 

 当社グループの事業区分は、サービスの性質、経営戦略上の位置付け等を考慮して区分しております。 

２．各事業区分の主要なサービス 

  

  
エンジニアリング 

事業 
(百万円) 

ソリューション 
事業 

(百万円) 
計(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

(1) 外部顧客に対

する売上高 
5,059 5,659 10,719 ― 10,719 

(2) セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

― ― ― ― ― 

計 5,059 5,659 10,719 ― 10,719 

営業費用 4,285 5,713 9,998 ― 9,998 

営業利益又は 

営業損失（△） 
774 △53 720 (―) 720 

事業区分 主要なサービス 

エンジニアリング事業 

機器組み込みソフトウェアの開発 

製造・技術系アプリケーションソフトウェアの開発 

製造・技術系パッケージソフトウェア・ハードウェアの販売等 

ソリューション事業 

ビジネスアプリケーションソフトウェアの開発 

ユーザーにおける情報システムの運用・保守等 

ビジネス系パッケージソフトウェア・ハードウェアの販売等 



前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

 （注）１．事業区分の方法 

 当社グループの事業区分は、サービスの性質、経営戦略上の位置付け等を考慮して区分しております。 

２．各事業区分の主要なサービス 

３．営業費用の配賦方法の変更 

 従来、管理部門に係る営業費用の一部について、「消去又は全社」に含めて表示しておりましたが、当連

結会計年度より「エンジニアリング事業」及び「ソリューション事業」のそれぞれの営業費用に配賦して表

示しております。 

 この変更は、各セグメントの事業規模が拡大していくにつれて、全社に含めていた営業費用の額も増加し

てきており金額的に重要性が増してきたため、各セグメントの損益実態をより的確に把握することを目標

に、各セグメントが享受する便益と負担の相関関係を明確にした上で、より実態に即した配賦方法に変更し

たものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、当連結会計年度の営業費用は「エンジニアリング事

業」で87百万円多く、「ソリューション事業」で29百万円多く、「消去又は全社」で117百万円少なく表示

されております。また、「エンジニアリング事業」の営業利益が87百万円少なく、「ソリューション事業」

の営業損失が29百万円多く表示されております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年

１月１日 至 平成19年６月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

 全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合がいずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年

１月１日 至 平成19年６月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

 海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  
エンジニアリング 

事業 
(百万円) 

ソリューション 
事業 

(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

(1) 外部顧客に対

する売上高 
9,676 9,486 19,162 ― 19,162 

(2) セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

― ― ― ― ― 

計 9,676 9,486 19,162 ― 19,162 

営業費用 8,310 9,602 17,912 ― 17,912 

営業利益又は 

営業損失（△） 
1,366 △116 1,250 (―) 1,250 

事業区分 主要なサービス 

エンジニアリング事業 

機器組み込みソフトウェアの開発 

製造・技術系アプリケーションソフトウェアの開発 

製造・技術系パッケージソフトウェア・ハードウェアの販売等 

ソリューション事業 

ビジネスアプリケーションソフトウェアの開発 

ユーザーにおける情報システムの運用・保守等 

ビジネス系パッケージソフトウェア・ハードウェアの販売等 



（１株当たり情報） 

 （注）算定上の基礎 

１.１株当たり純資産額 

２.１株当たり中間（当期）純利益 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 299円72銭

１株当たり中間純利益 11円37銭

１株当たり純資産額 328円65銭

１株当たり中間純利益 18円49銭

１株当たり純資産額 315円17銭

１株当たり当期純利益 30円59銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

（追加情報） 

 当中間連結会計期間から、改正後の

「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年1月31日 企業会計基準第

２号）及び「１株当たり当期純利益に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 最終改正平成18年1月

31日 企業会計基準適用指針第４号）

を適用しております。 

 これによる影響はありません。 

    

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 6,926 8,242 7,285 

純資産の部の合計額から控除す

る金額(百万円) 

(少数株主持分) 

23 

 (23)

673 

(673)

26 

 (26)

普通株式に係る中間期末 

(期末)の純資産額(百万円) 
6,903 7,569 7,259 

中間期末(期末)の普通株式の数 

(千株) 
23,032 23,032 23,032 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

中間(当期)純利益(百万円) 261 425 704 

普通株主に帰属しない金額 

(百万円） 
― ― ― 

普通株式に係る中間(当期) 

純利益(百万円） 
261 425 704 

普通株式の期中平均株式数 

(千株) 
23,032 23,032 23,032 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

――――――――― ――――――――― （蝶理情報システム株式会社の子会社

化について） 

 平成19年３月５日開催の取締役会に

おいて、蝶理情報システム株式会社の

株式を取得し子会社化することについ

ての基本合意書を締結する決議を行

い、同日基本合意書の締結をいたしま

した。 

  

 (1)株式の取得の理由 

 当社グループは、機器組み込みソフ

トウェアや、製造・技術系ソフトウェ

アの開発を中心とするエンジニアリン

グ事業ならびにビジネスアプリケーシ

ョンソフトウェアやビジネス系パッケ

ージソフトウェアの開発・販売を中心

とするソリューション事業を展開して

おります。一方、蝶理情報システムは

通信プロトコル分野において卓越した

技術を有しており、それらによる汎用

ソフトウェアの開発やデータ伝送系パ

ッケージソフトウェア等の開発・販売

を行なっております。 

 当社グループでのパッケージソフト

ウェア商品の拡大とともに、通信プロ

トコル技術を生かしたソフトウェア開

発技術の融合による開発・販売面での

シナジー効果を得ることを目的とし

て、基本合意書締結に至りました。 

 

 (2)株式の取得先 

 旭化成株式会社    

 東レ株式会社    

 株式会社蝶理コム    

  

 (3)連結子会社化する会社の名称、住 

  所、代表者の氏名、資本金および 

  事業の内容 

 ①会社の名称 蝶理情報システム株式

        会社  

 ②会社の住所 大阪府大阪市中央区博

        労町二丁目２番13号  

 ③代表者の氏名 代表取締役会長  

         繁澤宏明  

          代表取締役社長  

         梅澤英之  

  ④資本金 426百万円  

  

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

     ⑤事業の内容 ソフトウェアの受託開

        発業務、汎用ソフトウ

        ェアの開発業務、保守

        業務、機器販売等  

  

(4)日程 

 平成19年３月５日 取締役会決議、基

          本合意書締結  

 平成19年３月中 株式譲渡契約書締結

         （予定）  

 平成19年４月中 株式譲渡実行（予 

         定）  

  

 (5)取得する株式の数、取得価額及び 

  取得後の議決権の所有割合 

 取得株式数  3,092,000株  

 取得価額   未 定  

 株式の所有割合 69.58％  

  

 (6)支払資金の調達及び支払方法   

   自己資金  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   3,072 2,776 4,345 

２ 売掛金   3,097 3,522 3,456 

３ たな卸資産   726 595 347 

４ 繰延税金資産   149 100 135 

５ その他   216 231 225 

６ 貸倒引当金   ― △30 △29 

流動資産合計   7,262 77.0 7,195 63.6 8,481 86.2

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産 ※１      

(1) 建物   123 122 138 

(2) その他   16 12 14 

有形固定資産合計   140 1.5 135 1.2 152 1.5

２ 無形固定資産   174 1.9 181 1.6 174 1.8

３ 投資その他の資産       

(1) 関係会社株式   ― 2,795 ― 

(2) 差入保証金   517 590 471 

(3) 賃貸資産 ※２  848 ― ― 

(4) 繰延税金資産   138 180 185 

(5) その他   346 236 375 

(6) 貸倒引当金   ― △0 △2 

投資その他の資産
合計 

  1,849 19.6 3,803 33.6 1,029 10.5

固定資産合計   2,163 23.0 4,119 36.4 1,356 13.8

資産合計   9,426 100.0 11,315 100.0 9,837 100.0 

      

 



    
前中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金   705 767 637 

２ 短期借入金   ― 1,000 ― 

３ 未払法人税等   154 291 349 

４ 未払消費税等   70 96 171 

５ 賞与引当金   144 144 148 

６ 役員賞与引当金   9 12 24 

７ 製品保証引当金   6 16 10 

８ 受注損失引当金   157 ― ― 

９ その他   826 993 831 

流動負債合計   2,074 22.0 3,320 29.3 2,171 22.1

Ⅱ 固定負債       

１ 退職給付引当金   538 532 536 

２ 役員退職慰労引当金   43 61 57 

固定負債合計   581 6.2 593 5.3 593 6.0

負債合計   2,656 28.2 3,913 34.6 2,765 28.1

        

(純資産の部)       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金   1,348 14.3 1,348 11.9 1,348 13.7

２ 資本剰余金       

(1) 資本準備金   2,217 2,217 2,217 

(2) その他資本剰余金   1 1 1 

資本剰余金合計   2,219 23.5 2,219 19.6 2,219 22.6

３ 利益剰余金       

(1) 利益準備金   103 103 103 

(2) その他利益剰余金       

土地圧縮記帳積立
金 

  53 ― ― 

別途積立金   2,695 3,175 2,695 

繰越利益剰余金   366 572 723 

利益剰余金合計   3,219 34.2 3,851 34.0 3,521 35.8

４ 自己株式   △17 △0.2 △17 △0.1 △17 △0.2

株主資本合計   6,769 71.8 7,401 65.4 7,071 71.9

純資産合計   6,769 71.8 7,401 65.4 7,071 71.9

負債純資産合計   9,426 100.0 11,315 100.0 9,837 100.0 

      



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     8,478 100.0 9,135 100.0   17,770 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,388 75.3 6,700 73.3   13,287 74.8

売上総利益     2,090 24.7 2,435 26.7   4,483 25.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,604 19.0 1,720 18.9   3,345 18.8

営業利益     485 5.7 714 7.8   1,137 6.4

Ⅳ 営業外収益  ※１   57 0.7 35 0.4   94 0.5

Ⅴ 営業外費用  ※２   20 0.2 5 0.1   35 0.2

経常利益     522 6.2 744 8.1   1,196 6.7

Ⅵ 特別利益  ※３   0 0.0 ― ―   21 0.1

Ⅶ 特別損失  ※４   66 0.8 12 0.1   79 0.4

税引前中間(当期)
純利益 

    456 5.4 732 8.0   1,139 6.4

法人税、住民税及
び事業税 

  132   247 455   

法人税等調整額   59 191 2.3 39 287 3.1 24 479 2.7

中間(当期)純利益     265 3.1 444 4.9   659 3.7

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成17年12月31日残高 
(百万円) 

1,348 2,217 1 2,219 

中間会計期間中の変動額    

別途積立金の積立    ―

剰余金の配当    ―

利益処分による役員賞与    ―

中間純利益    ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― ― ― ― 

平成18年６月30日残高 
(百万円) 

1,348 2,217 1 2,219 

  

株主資本 

純資産
 

合計 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

 
合計 

利益 
 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 土地圧縮記帳 
積立金 

別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

平成17年12月31日残高 
(百万円) 

103 53 2,355 552 3,065 △17 6,615 6,615 

中間会計期間中の変動額        

別途積立金の積立     340 △340 ―  ― ― 

剰余金の配当     △92 △92  △92 △92 

利益処分による役員賞与     △18 △18  △18 △18 

中間純利益     265 265  265 265 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― ― 340 △185 154 ― 154 154 

平成18年６月30日残高 
(百万円) 

103 53 2,695 366 3,219 △17 6,769 6,769 



当中間会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年12月31日残高 
(百万円) 

1,348 2,217 1 2,219

中間会計期間中の変動額    

別途積立金の積立    ―

剰余金の配当    ―

中間純利益    ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― ― ― ―

平成19年６月30日残高 
(百万円) 

1,348 2,217 1 2,219

  

株主資本 

純資産 
 

合計 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

 
合計 

利益 
 

準備金 

 その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

平成18年12月31日残高 
(百万円) 

103 2,695 723 3,521 △17 7,071 7,071 

中間会計期間中の変動額        

別途積立金の積立   480 △480 ― ― ― 

剰余金の配当     △115 △115 △115 △115 

中間純利益     444 444 444 444 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 480 △150 329 ― 329 329 

平成19年６月30日残高 
(百万円) 

103 3,175 572 3,851 △17 7,401 7,401 



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成17年12月31日残高 
(百万円) 

1,348 2,217 1 2,219

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立    ―

土地圧縮記帳積立金の取崩    ―

剰余金の配当    ―

利益処分による役員賞与    ―

当期純利益    ―

事業年度中の変動額合計 
(百万円) 

― ― ― ―

平成18年12月31日残高 
(百万円) 

1,348 2,217 1 2,219

  

株主資本 

純資産
 

合計 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

 
合計 

利益 
 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 土地圧縮記帳 
積立金 

別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

平成17年12月31日残高 
(百万円) 

103 53 2,355 552 3,065 △17 6,615 6,615

事業年度中の変動額        

別途積立金の積立     340 △340 ―  ― ―

土地圧縮記帳積立金の取崩   △53 53 ―  ― ―

剰余金の配当     △184 △184  △184 △184

利益処分による役員賞与     △18 △18  △18 △18

当期純利益     659 659  659 659

事業年度中の変動額合計 
(百万円) 

― △53 340 170 456 ― 456 456

平成18年12月31日残高 
(百万円) 

103 ― 2,695 723 3,521 △17 7,071 7,071



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式 

同左 

② その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

(2) たな卸資産 

① 商品 

移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

① 商品 

同左 

(2) たな卸資産 

① 商品 

同左 

② 仕掛品 

個別法による原価法 

② 仕掛品 

同左 

② 仕掛品 

同左 

③ 貯蔵品 

最終仕入原価法 

③ 貯蔵品 

同左 

③ 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 6～15年 

その他     5～15年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

 建物及び構築物 6～15年 

 その他     5～15年 

 (会計処理の変更) 

当中間会計期間より、法人税

法の改正に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した有形固

定資産については、改正後の

法人税法に規定する減価償却

の方法によっております。 

なお、この変更に伴う営業利

益、経常利益及び税引前中間

純利益に与える影響はありま

せん。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

 建物及び構築物 6～15年 

 その他     5～15年 

(2) 無形固定資産 

① ソフトウェア 

市場販売目的ソフトウェア

は、見込販売数量に基づく

償却額と、見込販売可能期

間(３年)に基づく均等配分

額とを比較し、いずれか大

きい額を計上する方法によ

っております。 

自社利用ソフトウェアは、

見込利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっており

ます。 

(2) 無形固定資産 

① ソフトウェア 

同左 

(2) 無形固定資産 

① ソフトウェア 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

② その他の無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってお

ります。 

② その他の無形固定資産 

同左 

② その他の無形固定資産 

同左 

(3) 投資その他の資産 

賃貸資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

賃貸資産  8～50年 

―――――――― (3) 投資その他の資産 

賃貸資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

賃貸資産  8～50年 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、回収不能見込額を

計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等の特定の

債権については、個別に回収

可能性を検討し回収不能見込

額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等の特定の

債権については、個別に回収

可能性を検討し回収不能見込

額を計上しております。 

① 一般債権 

貸倒実績率法によっており

ます。 

―――――――― 

  

―――――――― 

  

② 貸倒懸念債権及び破産更生

債権 

財務内容評価法によってお

ります。 

なお、当中間会計期間末に

おいては、貸倒実績及び貸

倒懸念債権等の回収不能見

込額がないため、貸倒引当

金を計上しておりません。 

 ―――――――― 

  

―――――――― 

  

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支出に

備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支出に備

えるため、支給見込額の当中

間会計期間負担額を計上して

おります。 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支出に備

えるため、支給見込額の当中

間会計期間負担額を計上して

おります。 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支出に備

えるため、支給見込額の当事

業年度負担額を計上しており

ます。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（会計処理の変更） 

当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第4号 平成17年

11月29日）を適用しておりま

す。これにより、販売費及び

一般管理費が9百万円増加い

たしました。この結果、従来

と同一の基準によった場合と

比べ、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益はそれぞ

れ9百万円減少しておりま

す。 

  （会計処理の変更） 

当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会

計基準第4号 平成17年11月

29日）を適用しております。

これにより、販売費及び一般

管理費が24百万円増加いたし

ました。この結果、従来と同

一の基準によった場合と比

べ、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ

24百万円減少しております。 

(4) 製品保証引当金 

プログラムの無償補修費用の

支出に備えるため、過去の実

績に基づく将来発生見込額を

計上しております。 

(4) 製品保証引当金 

プログラムの無償補修費用の

支出に備えるため、過去の実

績に基づく将来発生見込額を

計上しております。 

(4) 製品保証引当金 

プログラムの無償補修費用の

支出に備えるため、過去の実

績に基づく将来発生見込額を

計上しております。 

（会計処理の変更） 

プログラムの無償保証期間中

の補修費用は、従来支出時の

費用として処理しておりまし

たが、当中間会計期間より、

過去の実績に基づく将来発生

見込額を製品保証引当金とし

て計上する方法に変更してお

ります。この変更は、当該費

用に重要性が増してきたこと

から、期間損益の適正化、財

務体質の健全化を図るために

実施しております。これによ

り、売上原価が6百万円増加い

たしました。この結果、従来

と同一の基準によった場合と

比べ、売上総利益、営業利

益、経常利益及び税引前中間

純利益は6百万円減少しており

ます。 

  （会計処理の変更） 

プログラムの無償保証期間中

の補修費用は、従来支出時の

費用として処理しておりまし

たが、当事業年度より、過去

の実績に基づく将来発生見込

額を製品保証引当金として計

上する方法に変更しておりま

す。この変更は、当該費用に

重要性が増してきたことか

ら、期間損益の適正化、財務

体質の健全化を図るために実

施しております。これによ

り、売上原価が10百万円増加

いたしました。この結果、従

来と同一の基準によった場合

と比べ、売上総利益、営業利

益、経常利益及び税引前当期

純利益は10百万円減少してお

ります。 

(5) 受注損失引当金 

受注案件の損失に備えるた

め、ソフトウェアの請負契約

に基づく進行中の開発案件の

うち、当中間会計期間末時点

で将来の損失が見込まれ、且

つ、当該損失額を合理的に見

積もることが可能なものにつ

いて、当中間会計期間末以降

に発生が見込まれる損失額を

計上しております。 

(5) 受注損失引当金 

同左 

(5) 受注損失引当金 

受注案件の損失に備えるた

め、ソフトウェアの請負契約

に基づく進行中の開発案件の

うち、当事業年度末時点で将

来の損失が見込まれ、且つ、

当該損失額を合理的に見積も

ることが可能なものについ

て、翌事業年度以降に発生が

見込まれる損失額を計上して

おります。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(6) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき当中間会計期間

末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

なお、数理計算上の差異は、

主としてその発生時の従業員

の平均残存勤務期間による定

額法により翌期から費用処理

することとしております。 

(6) 退職給付引当金 

同左 

(6) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

また、数理計算上の差異は、

主としてその発生時の従業員

の平均残存勤務期間による定

額法により翌期から費用処理

することとしております。 

(7) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上し

ております。 

(7) 役員退職慰労引当金 

同左 

(7) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上してお

ります。 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。な

お、仮受消費税等及び仮払消費

税等は、相殺のうえ、流動負債

の「未払消費税等」として表示

しております。 

５ その他中間財務諸表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５ その他財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、6,769百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

―――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用し

ております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、7,071百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

前中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

 ――――――――― 

  

  

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間まで投資その他の資産の「その他」に

含めて表示しておりました「関係会社株式」について

は、金額の重要性が増したため、当事業年度より区分掲

記しております。なお、前中間会計期間の「関係会社株

式」は169百万円であります。 

  



追加情報 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

――――――  中間財務諸表に記載されている科

目その他の事項の金額は、前事業年

度まで百万円単位未満を四捨五入し

て表示しておりましたが、当中間会

計期間より百万円単位未満を切り捨

てて表示しております。 

 なお、比較参照を容易にするた

め、前中間会計期間及び前事業年度

の金額についても百万円単位未満を

切り捨てて組替表示しております。 

 ―――――― 

前中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年６月30日) 

前事業年度末 
(平成18年12月31日) 

※１ 有形固定資産の 

減価償却累計額 
77百万円

※２ 賃貸資産の減価

償却累計額 
279百万円

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額
102百万円

※２    ―――――― 

  

※１ 有形固定資産の 

減価償却累計額 
91百万円

※２    ―――――― 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 0百万円

受取配当金 16百万円

受取家賃 25百万円

受取利息 8百万円

受取配当金 16百万円

   

受取利息 6百万円

受取配当金 16百万円

受取家賃 42百万円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

賃貸費用 16百万円  支払利息  0百万円 賃貸費用 28百万円

※３ 特別利益の主要項目 ※３    ―――――― ※３    ―――――― 

貸倒引当金戻入益 0百万円        

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

受託ソフトウェア開発契約

解約損 

  65百万円

固定資産除却損  

建物 0百万円

器具及び備品 0百万円

無形固定資産 0百万円

固定資産除却損  

建物 3百万円

   

   

受託ソフトウェア開発契約

解約損 

  65百万円

固定資産除却損  

建物 0百万円

器具及び備品 0百万円

無形固定資産 12百万円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 14百万円

無形固定資産 25百万円

賃貸資産 12百万円

有形固定資産 13百万円

無形固定資産 34百万円

   

有形固定資産 29百万円

無形固定資産 70百万円

賃貸資産 19百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

当中間会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間増加 
株式数（株） 

当中間会計期間減少 
株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 51,105 ― ― 51,105 

合 計 51,105 ― ― 51,105 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間増加 
株式数（株） 

当中間会計期間減少 
株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 51,105 ― ― 51,105 

合 計 51,105 ― ― 51,105 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度増加 
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

普通株式 51,105 ― ― 51,105 

合 計 51,105 ― ― 
  

51,105 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび期末残高相当額 

  

有形固定

資産 

その他 

(百万円) 

  

無形固定

資産 

(百万円) 

  
合計 

(百万円)

取得 

価額 

相当額 

372   34   407 

減価 

償却 

累計額 

相当額 

211   22   233 

中間 

期末 

残高 

相当額 

161   11   173 

  

有形固定

資産 

その他 

(百万円)

  

無形固定

資産 

(百万円)

  
合計 

(百万円)

取得 

価額 

相当額 

318   34   353 

減価 

償却 

累計額 

相当額 

254   29   284 

中間 

期末 

残高 

相当額 

63   4   68 

  

有形固定

資産 

その他 

(百万円) 

  

無形固定

資産 

(百万円) 

  
合計 

(百万円)

取得 

価額 

相当額 

361   34   396 

減価 

償却 

累計額 

相当額 

250   26   277 

期末 

残高 

相当額 

110   8   118 

２ 未経過リース料中間期末残高

相当額 

２ 未経過リース料中間期末残高

相当額 

２ 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 106百万円

１年超 69百万円

合計 175百万円

１年以内 55百万円

１年超 14百万円

合計 69百万円

１年以内 98百万円

１年超 22百万円

合計 121百万円

３ 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額 

支払リース料 59百万円

減価償却費 

相当額 
57百万円

支払利息 

相当額 
1百万円

支払リース料 52百万円

減価償却費 

相当額 
50百万円

支払利息 

相当額 
0百万円

支払リース料 116百万円

減価償却費 

相当額 
112百万円

支払利息 

相当額 
3百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし残

存価額を零とする定額法によ

っております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

法については、利息法によっ

ております。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成18年６月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末(平成19年６月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末(平成18年12月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） 算定上の基礎 

１.１株当たり純資産額 

２.１株当たり中間（当期）純利益 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 293円92銭

１株当たり中間純利益 11円51銭

１株当たり純資産額 321円36銭

１株当たり中間純利益 19円32銭

１株当たり純資産額 307円04銭

１株当たり当期純利益 28円64銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

（追加情報） 

当中間会計期間から、改正後の「１

株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年1月31日 企業会計基準第

２号）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 最終改正平成18

年1月31日 企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。 

 これによる影響はありません。 

    

  
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 6,769 7,401 7,071 

純資産の部の合計額から控除す

る金額(百万円) 
― ― ― 

普通株式に係る中間期末(期末)

の純資産額(百万円） 
6,769 7,401 7,071 

中間期末(期末)の普通株式の数

(千株） 
23,032 23,032 23,032 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

中間(当期)純利益(百万円) 265 444 659 

普通株主に帰属しない金額 

(百万円) 
― ― ― 

普通株式に係る中間(当期) 

純利益(百万円) 
265 444 659 

普通株式の期中平均株式数 

(千株） 
23,032 23,032 23,032 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

――――――――― ――――――――― （蝶理情報システム株式会社の子会社

化について） 

 平成19年３月５日開催の取締役会に

おいて、蝶理情報システム株式会社の

株式を取得し子会社化することについ

ての基本合意書を締結する決議を行

い、同日基本合意書の締結をいたしま

した。 

  

 (1)株式の取得の理由 

 当社グループは、機器組み込みソフ

トウェアや、製造・技術系ソフトウェ

アの開発を中心とするエンジニアリン

グ事業ならびにビジネスアプリケーシ

ョンソフトウェアやビジネス系パッケ

ージソフトウェアの開発・販売を中心

とするソリューション事業を展開して

おります。一方、蝶理情報システムは

通信プロトコル分野において卓越した

技術を有しており、それらによる汎用

ソフトウェアの開発やデータ伝送系パ

ッケージソフトウェア等の開発・販売

を行なっております。 

 当社グループでのパッケージソフト

ウェア商品の拡大とともに、通信プロ

トコル技術を生かしたソフトウェア開

発技術の融合による開発・販売面での

シナジー効果を得ることを目的とし

て、基本合意書締結に至りました。 

 

 (2)株式の取得先 

 旭化成株式会社    

 東レ株式会社    

 株式会社蝶理コム    

  

 (3)連結子会社化する会社の名称、住 

  所、代表者の氏名、資本金および 

  事業の内容 

 ①会社の名称 蝶理情報システム株式

        会社  

 ②会社の住所 大阪府大阪市中央区博

        労町二丁目２番13号  

 ③代表者の氏名 代表取締役会長  

         繁澤宏明  

          代表取締役社長  

         梅澤英之  

  ④資本金 426百万円  

  

 



前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

     ⑤事業の内容 ソフトウェアの受託開

        発業務、汎用ソフトウ

        ェアの開発業務、保守

        業務、機器販売等  

  

(4)日程 

 平成19年３月５日 取締役会決議、基

          本合意書締結  

 平成19年３月中 株式譲渡契約書締結

         （予定）  

 平成19年４月中 株式譲渡実行（予 

         定）  

  

 (5)取得する株式の数、取得価額及び 

  取得後の議決権の所有割合 

 取得株式数  3,092,000株  

 取得価額   未 定  

 株式の所有割合 69.58％  

  

 (6)支払資金の調達及び支払方法   

   自己資金  



(2）【その他】 

 第34期(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)中間配当については、平成19年７月24日開催の取締役会

において、平成19年６月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり

中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額                 138百万円 

② １株当たり中間配当金                6円 00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成19年８月24日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定に基づく

臨時報告書を平成19年３月５日関東財務局長に提出。 

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第33期(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日)平成19年３月28日関東財務局長に提出。 

(3) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（提出会社の特定子会社の

異動）の規定に基づく臨時報告書を平成19年３月30日関東財務局長に提出。 

(4) 臨時報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記(3) 臨時報告書の訂正報告書）を平成19年４月18日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年９月25日

キヤノンソフトウェア株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 多田 修  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関口 茂  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているキヤノ

ンソフトウェア株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年

１月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、キヤノンソフトウェア株式会社及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 セグメント情報の事業の種類別セグメント情報に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より営業費用の

配賦方法を変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年９月25日

キヤノンソフトウェア株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 多田 修  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関口 茂  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているキヤノ

ンソフトウェア株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年

１月１日から平成19年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、キヤノンソフトウェア株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年９月25日

キヤノンソフトウェア株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 多田 修  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関口 茂  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているキヤノ

ンソフトウェア株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第33期事業年度の中間会計期間（平成18年１

月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、キヤノンソフトウェア株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年９月25日

キヤノンソフトウェア株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 多田 修  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関口 茂  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているキヤノ

ンソフトウェア株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第34期事業年度の中間会計期間（平成19年１

月１日から平成19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、キヤノンソフトウェア株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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